


［兵庫県養父市］（人口 25,006 人） 

｛調査事項｝ 

国家戦略特別区域（農業改革特区）の取り組みについて 

 

＊国家戦略特区とは 

①国が規制改革、民間事業者が経済活動の実践、養父市がモデル地域となる。 

②規制改革を実践しながら更なる規制改革を行う。 

 

内閣総理大臣主導の特区であり国（特区担当大臣）、地方（養父市長）、民間（代表者）で 

ミニ独立政府の様に決められる主体性を持った特区の事である。 

1） 国が規制改革、民間事業者が経済活動の実践、養父市がモデルとなる。 

2） 支援措置として金融支援（利子補給）と税制支援（法人税減税等）を設けている。 

3） 規制改革を実践しながら更なる規制改革の推進。 

 

：養父市の現状と課題解決に向けての考え方は、農業で新たな担い手の確保が急務であり、

従来の兼業農家と集落営農等基幹農業者から、今後は企業による新たな農業参入が課題で

ある。国家戦略特区の提案として、農地の流動化の推進、高齢者の労働環境改善が急務と

考えている。 

 

：規制改革の実践として、農業委員会と市の事務分担を行う。 

① 耕作放棄地の再生 

② 農地流動化の促進 

農地所有面積（下限面積）を 10 アールに引き下げる。 

 

：農業生産法人の設立 

① 耕作放棄地等の再生 

② 6 次産業化の推進 

11 事業者の農業参入（うち市外事業者 9社） 

特区事業者による営農状況（Ｈ28年 3月末）は約 11.8 ヘクタール 

うち従前が未作付地・耕作放棄地の農地は 48％（約 5.7 ヘクタール）になる 

 

：アグリ特区金融保証制度の活用 

① 6 次産業化の資金調達円滑化 

現在、6件 9,600 万の融資の実行 

 

：農業以外の規制緩和の実現として 

① シルバー人材の積極的活用 

シルバー人材センター会員の労働時間の拡大（規制緩和済） 

 



② 旅館業法施行規則の要件緩和 

空き家を旅館として再生（平成 27年 10 月オープン） 

 

：更なる規制改革に向けて 

① 遠隔医療とドローンの活用 

交通手段の乏しい地域での遠隔医療 

ドローン活用による医薬品の販売 

三井物産（株）との共同提案 

 

② 自家用有償旅客運送の活用 

交通手段の乏しい地域での市民の足を確保 

従来の交通手段に加え新たな選択肢 

地域での新たなビジネスチャンスを期待 

 

③ 農業生産法人の更なる要件緩和 

  農業者以外の議決権（出資比率）を 2分の 1以上にする 

  農業以外の売上高が 2分の 1以上でも認める 

 

・養父市が企業の農業参入を目指す理由として 

課題１ 

高齢化、担い手不足により農地の荒廃が進んでいる状況 

対策１ 

① 新たな担い手として企業参入の選択肢を増やす 

② 持続的な農業経営のため６次産業化を推進 

 

課題 2 

6 次産業を推進するには、加工・販売に重点を置いた農業生産法人を組織し企業の資金力

とノウハウを活用したいが、農家の出資比率が高く、農業生産法人の意思決定権は企業に

は無いため、企業マインドが働きにくい。 

又、資本金増額による経営拡大のためには農家負担が多くなる。 

対策 2 

企業の出資比率を緩和することで、6次産業化推進に繋がる。 

 

＊養父市創生へ 

中山間地の価値を変えるためには、全国画一化の施策は、むしろ地方を滅ぼす。 

国主導では地方を変えることは出来ない。地方が施策を自ら考え思い切って実施するこ

とが大事である。 

養父市の現状に対応する施策を実施し、新しい人の流れ、ふるさと回帰の流れをつくり、

まち・ひと・しごと・ふるさと養父市創生を実現する。 
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